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まとめと考察

●背景

• 将来の洪水被害による長期的
な影響について、動学分析に
よる間接被害の推定を行う。
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いわき地域における将来の洪水による間接被害の動学分析

 いわき地域において、2100年期の洪水被害によって以下のような
間接被害が生じる可能性。
■ SSP1-2.6シナリオ：約34億円
■ SSP2-4.5シナリオ：約84億円
■ SSP5-8.5シナリオ：約641億円

 気候変動が激甚化するにつれ、直接被害に対する間接被害の比率
は増加する傾向が示唆。

 気候変動が激甚化するにつれ、負の影響を受ける産業部門数は
徐々に増加する傾向が示唆。

 特に不動産部門や電力・ガス・水道部門等で、負の影響が大きく
なる可能性。

• いわき地域における2100年期の潜在的な洪水被害額の等価変分※

は、以下の通りと推計。

◆ SSP1-2.6シナリオ
• 直接被害額：約146億円、間接被害額：約34億円

◆ SSP2-4.5シナリオ
• 直接被害額：約246億円、間接被害額：約84億円

◆ SSP5-8.5シナリオ
• 直接被害額：約1360億円、間接被害額：約641億円

※価格変化の影響を考慮して、効用(洪水被害額)変化を金額化した値

• 自然災害によって直接被害を受けるのは一部の地域だが、経済的
な被害は周辺地域にも波及。

• 気候変動適応策の効果を評価していくためには、建物の破壊と
いった目に見えるストックの被害（直接被害）だけでなく、店舗
の営業停止といった目に見えにくいフローの被害（間接被害）ま
で含めた被害の推計が重要。

• 特に間接被害の影響は長期に及ぶ場合（例：投資の減少）もある
ため、動学モデルを用いた長期の分析が重要。

• 県報告書（参考文献1）で指摘された地区の中で潜在洪水被害額
が最大であることから、いわき地域をケーススタディとして選定。

将来シナリオ シナリオ内容 対象期間

現在 評価基準期間における実績 評価基準期間[1981~2000年]

SSP1-2.6
(持続可能シナリオ)

持続可能な発展の下で、気温
上昇を2.0℃未満に抑える。

2100年期

[2041~2060年]
SSP2-4.5

(中道シナリオ)
中道的な発展の下で、気候変
動適応策を導入

SSP5-8.5
(化石燃料依存シナリオ)

化石燃料依存型の発展の下で、
気候政策を導入しない。

• 気候変動が激甚化するにつれ、負の影響を受ける産業部門数は
徐々に増加する傾向。

• 特に不動産部門、電力・ガス・水道部門等で負の影響が大きい。

●将来シナリオ

DCGE（動学的応用一般均衡）モデル分析
• 経済全体の動きを市場メカニズムを介した価格変化や生産量の

変化から解析するモデルで、政策やショックが経済に与える影
響をシミュレーションに用いられる。

• また、DCGEモデルは時間的要素を考慮した動学モデルであり、
将来にわたる長期的な変化の影響をシミュレーション可能。

図1 いわき地域の位置

図4 間接被害による産業分類別地域内経済の変化率 (%)

図3 いわき地域における潜在的な洪水被害額の推計値

●分析手法

●研究の目的

●地域経済への影響

●産業分類別に見た地域経済への影響

• 県報告書（参考文献1）を参考に、以下の将来シナリオでシミュレー
ションを実施。

• シミュレーション期間は20年とし、長期的な間接被害の影響を推計。

表1 将来シナリオの詳細

気候変動が県内に与える影響のうち、洪水被害による産業・経済活動分野への影響評価を行った。建物等のストックの被害
（直接被害）だけでなく、自然災害発生時における営業停止や投資の減少といったフローの被害（間接被害）にも注目し、DCGE
（動学的応用一般均衡）モデルを用いた分析を行った。3つのSSPシナリオ（SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP5-8.5）を設定し、2100年
期のいわき地域における潜在的な洪水の経済被害の推計を行った。分析の結果、直接被害に対して一定の間接被害が生じている
可能性が示唆された。気候変動が激甚化するにつれて、直接被害に対する間接被害の比率は増加する傾向がみられた。また、負
の影響を受ける産業部門数についても、気候変動の激甚化によって増加する傾向がみられた。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

SSP1-2.6 SSP2-4.5 SSP5-8.5

億円

直接被害額 間接被害額

-0.70

-0.60

-0.50

-0.40

-0.30

-0.20

-0.10

0.00

0.10

変
化
率

(%
)

SSP1-2.6 SSP2-4.5 SSP5-8.5

効用最大化
・生産要素（労働・資本）を供
給して、所得を得る
・得られた所得内で、財・サー
ビスを購入して効用を最大化

利潤最大化
・家計から生産要素（労働・資本）を
購入し、財・サービスを生産
・与えられた生産技術内で、利潤が最
大になるように財・サービスを生産

家計 企業

市場
市場均衡
・需要量＝供給量となる
よう、均衡価格を決定

生産要素供給

財・サービス供給財・サービス需要

生産要素需要

図2 CGEモデルの概念図


